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１　学校適正規模・適正配置の必要性
能登町では、「能登町の将来を担う子どもたちが、よりよい教育条件、教育環境の下で教育を受けること」を基本に、「地域における学校の役割」を十分に考慮した一定規模の集団による教育力を生かす教育環境の整備を目指し、平成２２年度に学校適正配置基本方針及び実施計画を策定しました。
前計画から１２年が経過し、小中学校においては、児童生徒数が１０人を下回る学級が複数ある中、教職員の努力と保護者や地域の協力のもと、教育の質を低下させることなく学校が存続されています。
小中学校は、多様な個性を持つ児童生徒が、集団を通して切磋琢磨し学び合う場であり、また、その機会を与える役割を担っています。
したがって教科の学習はもとより、運動会等の各種学校行事や部活動等の教育活動を多様的かつ効果的に進めるためには、一定規模の集団を確保する必要があります。
２　計画の基本的な３つの観点
（1） 教育的な観点
国では、少子化の更なる進展に対応するため、平成２７年１月に「公立小学校・中学校の適正規模・適正配置等に関する手引き」（以下「手引き」という。）を策定しています。手引きでは、学校規模適正化の検討の主たる目的を「児童生徒の教育条件の改善」に置いており、学校の統廃合を行うか、学校を残しつつ小規模校の良さを活かした学校づくりを行うかなどを、学区のあり方を含め、地域の実情に応じたきめ細やかな分析に基づいて判断すべきものとしています。
検討に当たっては、子どもたちにとっての“より良い教育環境”を検証していく必要があるほか、保護者や地域住民がどのような教育を望んでいるかを十分にEQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ 明朝" \* hps10 \o\ad(\s\up 9(しんしゃく),斟酌)する必要があります。
（2） 公共施設の管理の観点
町では、今後、更新時期を迎える施設が多く、財政への負担が懸念される中で、公共施設の老朽化対策が大きな課題となっていることから、公共施設の長期的な維持管理に係るトータルコストの縮減・予算の平準化を目的として、令和３年１２月に「第１期能登町公共施設個別施設計画」を策定しました。
学校教育施設は、町全体の公共施設の中で、延床面積で４４，６１８㎡と最も大きいことから、限られた財源を効果的に教育に活用していくには、当該施設計画の考え方を踏まえ、施設の更新・統廃合・長寿命化などを、長期的な視点に立って検討・計画する必要があります。

（3） 地域コミュニティの観点
学校は、教育施設であるだけでなく、“地域コミュニティの核”としての役割・性格を持っており、地域の防災拠点としての機能を併せ持っています。
そのため、今後の“地域のあり方”や、“まちづくりのあり方”にも大きく影響するものであることを踏まえ、保護者や地域住民が学校に何を望んでいるか、地域や教育のあり方をどのように展望しているかなど、将来ビジョンを共有しながら検討を進める必要があります。　
３　学校適正規模・適正配置の基本方針
国が示す適正規模
 を現在の能登町にあてはめた場合、小学校１校、中学校１校となり、通学距離や地域性の課題が残ります。
そのため、児童生徒に負担が少ない通学時間及び地域における学校の役割も考慮した適正配置についても、能登町を構成する各地域の活力を維持していくためには、重要な事項となります。
また、個別最適な学びと協働的な学びの実現をめざし、小規模校ならではの特色ある教育を進めていく必要があります。
検討委員会から答申された「適正規模・適正配置並びに教育環境のあり方に関する答申書」を基本とし、統廃合を考える目安とする「適正規模」と「適正配置」の基本方針を次のとおりとします。

〔1〕 小学校
小学校は、５校設置されており、それぞれの校区では、学校を中心にコミュニティ（地域社会）が形成されています。
学校は、将来にわたる地域活動の基本を修得する場にもなっており、小学校における適正な教育環境を確保するにあたっては、地域における学校の役割を一層考慮したうえで、適正規模と適正配置について検討する必要があります。
そのため、小学校においては、能登町における教育環境の確保を前提としたうえで、基本方針を次のとおりとします。
【適正規模の方針】
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表１　小学校の適正規模

	適正規模
	１学級人数
	１学年の学級数
	全校児童数

	
	５人程度
	１学級又は複式学級
	３０人程度


【適正配置の方針】
小学校児童においては、遠距離の通学は児童の身体的・精神的な負担が大きくなることが予想され、現在の小学校５校の５地区を基本とする。
〔2〕 中学校
中学校は、義務教育最後の学びの場であり、最終的に進学や就職など自分の将来を見据えた進路を自ら判断することになります。中学生の発達段階は、保護者や教員への依存から友人同士の関わりを大切にする時期です。仲間との交流活動や行事等の企画運営等を、自分たちで活発に実践できる人数が必要となります。その中でより多くの同年代の仲間とともに活動したり、様々な課題を解決したりすることは、社会の中で「生きる力」を身に付けることにもつながっていきます。
そのため中学校においては、学力を含めた「生きる力」を修得できる教育環境の整備を最重点事項に位置づけ、基本方針を次のとおりとします。
【適正規模の方針】
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	適正規模
	１学級人数
	１学年の学級数
	全校生徒数

	
	１０人程度
	１学級
	３０人程度


表２　中学校の適正規模

【適正配置の方針】
 生徒人数の推移や安全な通学方法等を優先して考え、中学校の配置について地区は限定せず、将来的に中学校は1校とする。
４　適正規模・適正配置実施計画
小・中学校の適正規模・適正配置の基本方針に基づき、学校規模適正化に向けた実施計画を定めます。
（1） 実施計画は、令和５年度より保護者・地域の合意形成に努め順次実施する。
（2） 適正規模の基準となる児童生徒数及び学級数は、令和４年５月１日現在の年齢別人
口で算定する。
（3） 適正配置の学校位置は、既存の学校施設を利用し、通学時間は片道おおむね１時間
以内とする。
（4） 適正配置決定後、通学区域の見直しについて検討する。

・校区を見直すことで、適正規模が実現可能な場合に検討する。
・学校統合により、統合後の学校へ通学するよりも、近隣の学校へ通学する方が合理的な地区については、地域的なつながりや安全な通学が可能である場合に検討する。
（5） 遠距離通学となる児童生徒については、適正配置決定後に通学方法を検討する。
（6） 小学校の適正配置については、基本方針で示したとおり５校５地区で検討する。
・地域性を考慮して、おおむね完全複式学級が解消できる規模を基本とする。
・ただし、令和１５年度以降において、教頭・養護教諭・事務職員の配置が
望めない小学校については、地理的、コミュニティ（地域社会）としての成り立ち、地域の実情や今後の行政施策等を考慮して統合を検討する。
（7） 中学校の適正配置については、基本方針で示したとおり地区は限定せず、将来的に
１校とする。
・全校生徒４０人未満となる小規模校
は、統合の検討を開始する。
（8） 学校の統廃合による配置に関わらず、地域の文化の継承や地域住民との絆を大切に
し、学校と公民館活動や地域行事活動などが連携して、積極的に子どもが地域と関わる体制の強化を図る。
５　基本方針及び実施計画の見直し
　
将来において、社会情勢や人口動態の変化が予想され、１０年後の令和１４年度には、本計画の評価及び今後の方針について見直しを図ります。
６　適正規模・適正配置実施年度

（1） 小学校の実施年度　　　　　　　　　　　　（令和１５年度以降見直し）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
（2） 中学校の実施年度
能登町における適正規模は、１学年５人程度を基本とし全校児童数３０人程度とする。





能登町における適正規模は、１学年１０人程度を基本とし全校生徒数３０人程度とする。








� 　学校教育法施行規則で標準的な学級数を定めており、小学校１２学級以上１８学級以下（１学年２～３学級）、中学校１２～１８学級以下（１学年４～６学級）と規定されています。（特別支援学級数を除く）





� 　教職員配置基準の規模は、公立義務教育諸学校の学級編制及び教職員定数の標準に関する法律に基づき、県が校長、教頭及び教諭、養護教諭、栄養教諭事務職員等の教職員の定数を条例で定めています。





� 　公立小・中学校の国庫負担事業認定申請の手引では、学校規模の分類として、小学校で１～５学級を過小規模校、６から１１学級を小規模校、１２～１８学級を適正規模校、１９～３０学級を大規模校としており、中学校では１～２学級を過小規模校、３～１１学級を小規模校、１２～１８学級を適正規模校、１９～３０学級を大規模校としています。





